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平成２４年３月２１日 

墨田区療養資金貸付条例の一部を改正する条例（案）新旧対照表 

改  正  案 現     行 
  
 （目的） 

第１条 この条例は、高齢者、心身障害者等

が疾病又は負傷により療養を受ける場合

に、当該療養に必要な資金（以下「資金」

という。）を当該療養者の世帯に貸し付け

ることにより、その生活の安定を図り、も

って区民福祉の増進に資することを目的と

する。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

 ⑴ 高齢者 ６５歳以上の者をいう。 

 ⑵ 〔略〕 

 ⑶ 資金 療養費用のうちの次に掲げるも

のをいう。 

  ア 保険診療の一部負担金 

  イ 保険診療外とされている差額ベッド

料 

  ウ 保険診療外とされている入院時食事

療養費に係る食事療養標準負担額 

 ⑷ 療養者 疾病又は負傷により療養を受

ける高齢者、心身障害者又は区長が特に

必要と認める者で、次に掲げる要件を備

えるものをいう。 

  ア 墨田区に引き続き１年以上住所を有

すること。 

  イ 公的な医療保険に加入しているこ

と。 

 （基金の設置） 

第３条 この条例による資金の貸付けを円滑

かつ効率的に行うため、墨田区療養資金貸

付基金（以下「基金」という。）を設置す

る。 

 （基金の額） 

第４条 基金の額は、７，０００万円とする。 

 

 （貸付けの要件） 

第５条 資金の貸付けを受けることができる

者は、療養者の属する世帯の世帯主又はこ

れに準ずる者で、次に掲げる要件を備えて

 〔同左〕 

第１条 この条例は、老人、心身障害者等が

疾病又は負傷により療養を受ける場合に、

当該療養に必要な資金（以下「資金」とい

う。）を当該療養者の世帯に貸し付けるこ

とにより、その生活の安定を図り、もって 

区民福祉の増進に資することを目的とする。 

 

 〔同左〕 

第２条 〔同左〕 

 

 

 ⑴ 老人 ６５歳以上の者をいう。 

 ⑵ 〔略〕 

 ⑶ 〔同左〕 

 

  イ 〔同左〕 

  ロ 〔同左〕 

 

  ハ 保険診療外とされている入院時食事

療養費に係る標準負担額 

 ⑷ 療養者 疾病又は負傷により療養を受

ける老人、心身障害者又は区長が特に必

要と認める者で、次の要件を備えるもの

をいう。 

  イ 〔同左〕 

 

  ロ 医療保険に加入していること。 

 

 〔同左〕 

第３条 この条例による資金の貸付を円滑か

つ効率的に行うため、墨田区療養資金貸付

基金（以下「基金」という。）を設置する。 

 

 〔同左〕 

第４条 基金の額は、１億２，０００万円と

する。 

 （貸付の要件） 

第５条 資金の貸付を受けることができる者

は、療養者の属する世帯の世帯主又はこれ

に準ずる者で、次の各号に掲げる要件を備



いるものとする。ただし、区長が特に必要

と認める場合は、療養者本人とする。 

 ⑴ 〔略〕 

 ⑵ 公的な医療保険に加入していること。 

 ⑶ 〔略〕 

 ⑷ 高齢者又は心身障害者の療養に係る資

金の貸付けを受ける場合にあっては当該

療養者の、区長が特に必要と認める者の

療養に係る資金の貸付けを受ける場合に

あっては当該療養者の世帯成員の所得が

墨田区規則（以下「規則」という。）で

定める額以下であること。 

 （債務保証） 

第６条 資金の貸付けを受けようとする者

は、次の各号に掲げる資金の区分に応じ、

それぞれ当該各号に定める方法により債務

の保証措置を講じなければならない。 

 ⑴ 保険者等から給付されることとなる資

金で、区を通じて給付されるもの 当該

給付金の受領権の委任 

 ⑵ 前号以外の資金 連帯保証人の選定 

２ 前項第１号の規定にかかわらず、同号に

規定する資金に係る債務の保証措置につい

ては、区長が特に必要と認める場合は、連

帯保証人とすることができる。 

 （貸付けの限度額） 

第７条 貸付けは、１世帯を単位とし、その

額は、９０万円を限度とする。 

２ 前項に規定する限度額には、前条第１項

第１号に規定する資金（同条第２項の規定

を適用したものを除く。）は含めない。 

 （借受けの申請） 

第９条 資金の貸付けを受けようとする者

は、規則で定めるところにより、区長に申

請しなければならない。 

 （貸付けの決定） 

第１０条 区長は、前条の申請があったとき

は、速やかに内容を審査し、貸付けの可否

及び貸付額を決定し、その旨を申請者に通

知する。 

 （償還の方法） 

第１１条 貸付金（第６条第１項第１号に規

定する資金に係る貸付金のうち、同号の規

定により給付金の受領権の委任をしたもの

えているものとする。ただし、区長が特に

必要と認める場合は、療養者本人とする。 

 ⑴ 〔略〕 

 ⑵ 医療保険に加入していること。 

 ⑶ 〔略〕 

 ⑷ 老人又は心身障害者の療養に係る資金

の貸付を受ける場合にあっては当該療養

者の、区長が特に必要と認める者の療養

に係る資金の貸付を受ける場合にあって

は当該療養者の世帯成員の所得が墨田区

規則（以下「規則」という。）で定める

額以下であること。 

 〔同左〕 

第６条 資金の貸付を受けようとする者は、

資金の区分に応じ、次の各号に定める方法

により債務の保証措置を講じなければなら

ない。 

 ⑴ 〔同左〕 

 

 

 ⑵ 前号以外の資金 連帯保証人 

２ 前項第１号の規定にかかわらず、同号に

規定する資金については、区長が特に必要

と認める場合は、連帯保証人とすることが

できる。 

 （貸付の限度額） 

第７条 貸付は、１世帯を単位とし、その額

は、９０万円を限度とする。 

２ 前項の限度額には、前条第１項第１号に

規定する資金（同条第２項を適用したもの

を除く。）は含めない。 

 （借受の申請） 

第９条 資金の貸付を受けようとする者は、

規則で定めるところにより、区長に申請し

なければならない。 

 （貸付の決定） 

第１０条 区長は、前条の申請があったとき

は、速やかに内容を審査し、貸付の可否及

び貸付額を決定し、その旨を申請者に通知

する。 

 〔同左〕 

第１１条 貸付金（第７条第２項に規定する

ものを除く。次項において同じ。）の償還

は、据置期間経過後、均等月割償還とする。



を除く。次項において同じ。）の償還は、

据置期間経過後、均等月割償還とする。た

だし、いつでも繰上償還することができる。 

２ 〔略〕 

３ 据置期間は、資金の貸付限度額内におけ

る最終の貸付日の属する月の翌月から３か

月とする。 

 （一時償還） 

第１２条 区長は、資金の貸付けを受けた者

（以下「借受人」という。）が、次の各号

のいずれかに該当するときは、貸付けの決

定を取り消すとともに、期限を付して貸付

金の全部又は一部の一時償還を命ずること

ができる。 

 ⑴ 〔略〕 

 ⑵ 偽りその他不正な手段により貸付けを

受けたとき。 

 ⑶・⑷ 〔略〕 

 （違約金） 

第１３条 区長は、借受人が貸付金を、償還

期限までに償還しないとき、又は前条の規

定により一時償還を命ぜられた指定期限ま

でに支払わないときは、当該償還日の翌日

から償還当日までの期間の日数に応じ、当

該償還すべき金額に年１０．９５パーセン

トの割合で計算した違約金を徴収する。た

だし、災害その他区長が特別の理由がある

と認めたときは、違約金の全部又は一部を

免除することができる。 

 （報告義務） 

第１６条 借受人が、次の各号のいずれかに

該当するときは、速やかに、その旨を区長

に報告しなければならない。 

 ⑴・⑵ 〔略〕 

 （基金の過不足額の整理） 

第１７条 この条例の規定に基づく貸付けに

より、基金に過不足額を生じたときは、そ

の過不足額は一般会計歳入歳出予算に計上

して整理するものとする。 

 （委任） 

第１８条 この条例の施行について必要な事

項は、区長が定める。 

 

 

ただし、いつでも繰上償還することができ

る。 

 

２ 〔略〕 

３ 据置期間は、資金の貸付限度額内におけ

る最終の貸付日の属する月の翌月から３箇

月とする。 

 〔同左〕 

第１２条 区長は、資金の貸付を受けた者（以

下「借受人」という。）が、次の各号の一

に該当するときは、貸付の決定を取り消す

とともに、期限を付して貸付金の全部又は

一部の一時償還を命ずることができる。 

 

 ⑴ 〔略〕 

 ⑵ 偽りその他不正な手段により貸付を受

けたとき。 

 ⑶・⑷ 〔略〕 

 〔同左〕 

第１３条 区長は、借受人が貸付金を、償還

期限までに償還しないとき又は前条の規定

により一時償還を命ぜられた指定期限まで

に支払わないときは、当該償還日の翌日か

ら償還当日までの期間の日数に応じ、当該

償還すべき金額に年１０．９５パーセント

の割合で計算した違約金を徴収する。ただ

し、災害その他区長が特別の理由があると

認めたときは、違約金の全部又は一部を免

除することができる。 

 〔同左〕 

第１６条 借受人が、次の各号の一に該当す

るときは、速やかに、その旨を区長に報告

しなければならない。 

 ⑴・⑵ 〔略〕 

 

〔新設〕 

 

 

 

 〔同左〕 

第１７条 〔同左〕 

 

 

 



別表 

貸付金額 償還期間 

１００，０００円以内 
据置期間経過後１０か月

以内 

１００，０００円を超え

２００，０００円以内 

同      ２０か月

以内 

２００，０００円を超え

４００，０００円以内 

同      ３０か月

以内 

４００，０００円を超え

６００，０００円以内 

同      ４０か月

以内 

６００，０００円を超え

９００，０００円以内 

同      ５０か月

以内 
 
       

別表 

貸付金額 償還期間 

１００，０００円以内 
据置期間経過後１０箇月

以内 

１００，０００円を超え

２００，０００円以内 

同      ２０箇月

以内 

２００，０００円を超え

４００，０００円以内 

同      ３０箇月

以内 

４００，０００円を超え

６００，０００円以内 

同      ４０箇月

以内 

６００，０００円を超え

９００，０００円以内 

同      ５０箇月

以内 
 
         

   付 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 


